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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期
第１四半期
累計(会計)期間

第76期
第１四半期
累計(会計)期間

第75期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 8,621,483 11,414,587 40,815,688

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
25,624 △11,758 56,134

四半期純利益又は四半期

（当期）純損失（△）（千円）
26,964 △19,810 △114,156

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失（△）（千円）
△4,597 △2,562 △44,003

資本金（千円） 829,100 829,100 829,100

発行済株式総数（千株） 6,290 6,290 6,290

純資産額（千円） 1,840,928 1,698,729 1,720,368

総資産額（千円） 5,862,748 6,070,125 6,209,814

１株当たり純資産額（円） 293.62 271.13 274.58

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期（当期）純損失

（△）（円）

4.30 △3.16 △18.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 3.00

自己資本比率（％） 31.4 28.0 27.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△311,603 154,554 769,873

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
5,197 △8,924 △531,475

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
176,623 △282,101 △639,175

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
380,726 303,487 439,959

従業員数（人） 100 139 145

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社（子会社１社、関連会社２社で構成）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 139 　[42]

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時員数は［　］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

EDINET提出書類

横浜魚類株式会社(E02806)

四半期報告書

 3/19



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産及び受注実績

該当事項はありません。

(2）販売実績

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

　受託商品（千円） 4,724,452 140.2

買付商品（千円） 6,690,135 127.4

　合計（千円） 11,414,587 132.4

(3）仕入実績

 
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

　受託商品（千円） 4,464,600 140.2

買付商品（千円） 6,459,643 120.5

　合計（千円） 10,924,243 127.9

２【事業等のリスク】

　当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

  当第１四半期におけるわが国経済は、一部に持直しの動きがみられるものの、雇用悪化には歯止めがかかって

いない等、景気は依然として先行き不透明な状況が続いております。

  水産物流通業界におきましては、景気悪化による消費者の低価格指向等により水産物に対する需要は減少し、大

変厳しい状況となりました。

  このような情況におきまして、当社は昨年12月川崎魚市場㈱を合併し本業の拡大と効率化をはかってまいりまし

たが、売上の拡大は実現できましたが、本業の効率化は実行中であり収支の回復には至りませんでした。

  売上高につきましては、主として川崎魚市場㈱の合併により、11,414百万円（前年同期比32.4％増）と増収になり

ました。

  損益につきましては、売上増による売上総利益の増加はありましたが、物流費等諸経費が増加したことにより、

営業損益は51百万円の損失（前年同期　営業損失36百万円）となりました。

  営業外損益は、負ののれん償却額25百万円を営業外収益に計上しましたが、受取配当金が51百万円減少したこと等

により、前年同期より悪化したため経常損益は11百万円の損失（前年同期　経常利益25百万円）となりました。 

  最終損益は税負担の増加があり19百万円の損失（前年同期　四半期純利益26百万円）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、303百万円となり、前期末比136百万円減少いたしまし

た。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは154百万円の収入超過となりました。この主要因は税引前四半期純損益は

11百万円の損失となりましたが、仕入債務が222百万円増加したことによるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは8百万円の支出超過となりました。この主要因は固定資産の取得によるも

のであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは282百万円の支出超過となりました。この主要因は短期借入金が300百万

円減少したことによるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 14,840,000

計 14,840,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成21年８月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 6,290,000 6,290,000 ジャスダック証券取引所 単元株式数 1,000株

計 6,290,000 6,290,000 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～
平成21年６月30日 － 6,290,000 － 829,100 － 648,925

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成21年6月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式24,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式6,216,000 6,216 －

単元未満株式 普通株式50,000 － －

発行済株式総数 6,290,000　 － －

総株主の議決権 － 6,216 －

②【自己株式等】

　

　 平成21年6月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

横浜魚類株式会社
横浜市神奈川区山内

町１番地
24,000 － 24,000 0.38

計 － 24,000 － 24,000 0.38

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 353 357 350

最低（円） 324 331 331

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則

に基づき、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20

年６月30日まで）に係る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で）及び当第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　1.26％

売上高基準　　　0.77％

利益基準　　　△1.12％

利益剰余金基準　2.02％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 303,487 439,959

受取手形及び売掛金 2,893,435 2,990,431

商品 1,007,502 930,610

前払費用 14,736 5,046

繰延税金資産 51,548 57,883

その他 110,427 95,905

貸倒引当金 △291,834 △292,570

流動資産合計 4,089,303 4,227,268

固定資産

有形固定資産 ※
 789,752

※
 807,626

無形固定資産 20,183 20,857

投資その他の資産

投資有価証券 441,696 421,323

関係会社株式 86,380 86,380

破産更生債権等 307,257 301,010

繰延税金資産 442,788 446,596

その他 163,224 168,262

貸倒引当金 △270,461 △269,510

投資その他の資産合計 1,170,885 1,154,062

固定資産合計 1,980,821 1,982,546

資産合計 6,070,125 6,209,814
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,813,100 1,590,179

短期借入金 800,000 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 97,290 84,990

未払法人税等 3,501 7,292

賞与引当金 32,137 19,027

その他 269,792 267,712

流動負債合計 3,015,822 3,069,202

固定負債

長期借入金 92,725 68,325

退職給付引当金 723,947 783,089

役員退職慰労引当金 15,375 15,375

負ののれん 458,076 484,005

長期預り保証金 65,450 69,450

固定負債合計 1,355,573 1,420,244

負債合計 4,371,395 4,489,446

純資産の部

株主資本

資本金 829,100 829,100

資本剰余金 648,925 648,925

利益剰余金 206,860 245,468

自己株式 △9,752 △9,752

株主資本合計 1,675,133 1,713,740

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 23,595 6,627

評価・換算差額等合計 23,595 6,627

純資産合計 1,698,729 1,720,368

負債純資産合計 6,070,125 6,209,814
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 8,621,483 11,414,587

売上原価 8,199,605 10,847,351

売上総利益 421,877 567,236

販売費及び一般管理費

売上高割市場使用料 20,529 27,618

出荷奨励金 9,553 13,621

完納奨励金 23,460 27,032

運賃及び荷造費 62,845 86,420

保管費 42,946 47,420

役員報酬 9,984 9,801

従業員給料及び手当 156,504 229,260

賞与引当金繰入額 9,540 13,110

退職給付費用 11,527 9,475

福利厚生費 33,509 47,170

賃借料 15,943 21,552

租税公課 3,947 7,564

減価償却費 6,634 12,644

貸倒引当金繰入額 909 215

その他の経費 50,181 65,443

販売費及び一般管理費合計 458,017 618,349

営業損失（△） △36,139 △51,112

営業外収益

受取利息 559 1,077

受取配当金 58,820 7,182

受取賃貸料 15,900 15,300

負ののれん償却額 － 25,928

雑収入 1,109 1,707

営業外収益合計 76,389 51,196

営業外費用

支払利息 5,934 3,668

賃貸費用 8,690 8,173

雑損失 0 0

営業外費用合計 14,624 11,842

経常利益又は経常損失（△） 25,624 △11,758

特別利益

関係会社株式売却益 1,955 －

特別利益合計 1,955 －

特別損失

固定資産除却損 1,942 －

特別損失合計 1,942 －

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 25,637 △11,758

法人税、住民税及び事業税 1,010 1,448

法人税等調整額 △2,336 6,604

法人税等合計 △1,326 8,052

四半期純利益又は四半期純損失（△） 26,964 △19,810
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

25,637 △11,758

減価償却費 13,556 19,151

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,235 △59,141

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,540 13,110

貸倒引当金の増減額（△は減少） 909 215

受取利息及び受取配当金 △59,379 △8,260

支払利息 5,934 3,668

負ののれん償却額 － △25,928

固定資産除却損 1,942 －

関係会社株式売却損益（△は益） △1,955 －

売上債権の増減額（△は増加） △135,454 96,995

破産更生債権等の増減額（△は増加） △35 △6,246

たな卸資産の増減額（△は増加） △369,119 △76,891

仕入債務の増減額（△は減少） 203,916 222,921

未払金の増減額（△は減少） 10,882 51,034

未払消費税等の増減額（△は減少） △15,901 △36,704

その他の流動資産の増減額（△は増加） △44,725 △25,304

その他の流動負債の増減額（△は減少） △3,315 △1,595

その他 － △4,000

小計 △363,805 151,263

利息及び配当金の受取額 59,384 8,476

利息の支払額 △4,293 △2,583

法人税等の支払額 △2,889 △2,603

営業活動によるキャッシュ・フロー △311,603 154,554

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △20,042 △4,301

無形固定資産の取得による支出 － △9,863

投資有価証券の取得による支出 △2,400 －

関係会社株式の売却による収入 26,000 －

短期貸付金の増減額（△は増加） △362 164

長期貸付金の回収による収入 1,842 4,917

その他 160 160

投資活動によるキャッシュ・フロー 5,197 △8,924

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 220,000 △300,000

長期借入れによる収入 － 55,000

長期借入金の返済による支出 △18,300 △18,300

配当金の支払額 △25,076 △18,801

財務活動によるキャッシュ・フロー 176,623 △282,101

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △129,782 △136,471

現金及び現金同等物の期首残高 510,509 439,959

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 380,726

※
 303,487
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前

事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事

業年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニングを利用す

る方法によっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※　　有形固定資産の減価償却累計額は、1,097,951千円であ

ります。

※　　有形固定資産の減価償却累計額は、1,079,474千円であ

ります。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定      380,726千円

現金及び現金同等物 380,726

現金及び預金勘定     303,487千円

現金及び現金同等物 303,487

（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  6,290,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  24,519株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 18,796 3.0  平成21年３月31日  平成21年６月29日

利益剰余

金

（持分法損益等）

 
前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 179,380 79,380

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 902,026 313,455

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） △4,597 △2,562
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額    271円13銭 １株当たり純資産額    274円58銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4円30銭 １株当たり四半期純利益金額  △3円16銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 26,964 △19,810

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
26,964 △19,810

期中平均株式数（株） 6,269,743 6,265,481

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月13日

横浜魚類株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田口　茂雄　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前田　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜魚類株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第75期事業年度の第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６

月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、横浜魚類株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

横浜魚類株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　哲夫　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前田　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横浜魚類株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第76期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、横浜魚類株式会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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